










































































































ア　 ブライアン事件　United States v. Brien 617 F 2d 299 （1th Cir. 
1980）, cert. denied, 446 U.S. 919 （1980）
　本件は1980年 2月の判例であり「permeated with fraud」という用語と


























































容される（where there is a probable cause to find that there exists a pervasive 
scheme to defraud, all the business records of an enterprise may be seized, if they 
are accurately described so that the executing officers have no need to exercise 








イ　 ナショナルシテイトレーデイング社事件　National City Trading 










































ウ　 50州流通会社事件　United States v. The Offices Known as 50 
State Distributing Co. 708 F. 2d 1371 （9th Cir. 1983）, cert. 

































































































































性が充満していたと信ずる相当な理由があったため（since there was 
probable cause to believe that fraud permeated the entire business operation），詐
欺の証拠となる物とそうでないものを区分する，より特定的な記載は不可
能であった」













































































単に詐欺のスキームである場合（entire business was merely a scheme to 
defraud），又はすべての業務記録が証拠となり得る場合（all the records of a 
business are likely to constitute evidence）には，それらを包括的な用語で記
載して差し押さえることを認める令状は第 4修正の特定性の要求を充たす」
ク　 ポスタルサービス事件United Postal Service v. C.E.C. Services, 




















































　「犯罪行為が業務の全体に充満しているとき（the criminal activity pervades 
that entire business）には全ての記録の差押が認められ，令状の広汎な文言
は特定性の要求に反しない」
























































































































































シ　 ジョンソン事件　United States v. Jhonson, 1997 U.S. App. LEXIS 










































































































































































































ウ　 ホルナゲル事件　United States v. Hollnagel, 2011 U.S. Dist. 



































ア　 ハワイセンターアートギャラリー事件　Center Art Galleries─
Hawaii v. United States, 875 F. 2d 747 （9th Cir. 1989）
　ア　事案の概要
　ハワイの連邦地裁が差押物の返還を命じた（681 F. Supp. 677, 1988 U.S. 

































































































は過剰に広汎で過酷であり合理性を有しないとして無効とした（In Re Grand 
































































ウ　 SSD社事件　In re Grand Jury Investigation Concerning Solid State 


















































































　捜索差押令状には別紙 Aが添付され，「all business records regarding 
捜索差押えの特定性の要求に関する
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any or all of the following corporate entities connected to」として，ヒッキ
ーらマフイアの 6名の個人名とヒッキー経営の三つの会社名を掲げ，
















































































エ　 ツエムリャンスキー事件（再々掲）　United states v. Zemlyansky, 



































































の判旨を）援用することは止める時期が来たかもしれない（time may have 
come to stop quoting the phrase）」との意見に象徴されるように，連邦最高
裁や多くの巡回控訴裁判所により，犯罪の複雑さや捜査の困難さ等への理
解から特定性の要求の原則について次第に現実的で柔軟な考え方が浸透す
るようになった。特に複雑な詐欺（広義）事件については，事件の複雑性
や立証のための証拠の広汎な収集の必要性が顕著であり，捜索差押令状の
発付段階において，対象物をカテゴリーや品目以上に個々の特定を事前に
行うことも，またその執行段階においても捜索の現場で対象物である可能
性がある膨大な物を個々に吟味確認することもいずれも不可能ないし極め
て困難な場合が少なくない。そのために令状の対象物の記載や執行段階で
の該当性の判断は包括的なものとならざるを得ないことが理解されるよう
になり，ブライアン以前においても，特定性の要求の原則は，詐欺等の複
雑事件においては大幅に緩和され得ることが共通の理解となっていた。ま
た，現実に生じる令状の特定性の要求と執行段階で現実になされた捜索差
押活動とに乖離が生じた場合でも，捜査の必要性と相手方への権利利益の
制約を最小限に留める必要性とを調和させて妥当な結論を導くため，宣誓
供述書による救済の法理，フランクスヒアリング，部分的無効の法理や善
意の例外法理等が活用されてきた。
　このような流れの中で，複雑・大規模な詐欺等の事件において，その事
案が特に悪質で業務活動自体に詐欺性が充満していると認められる場合に
は，特定性要求の原則に対する例外法理の一つの明確な類型として本法理
が生まれ，定着してきたものといえよう。
（ 3）　本法理の内容等について
　連邦最高裁の判例はない上，巡回控訴裁判所や連邦地裁の判例が示す本
捜索差押えの特定性の要求に関する
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法理の内容やそれが適用される要件等は必ずしも一様ではない。しかし，
これまで概観した多数の判例をみると，本法理に関して明確な対立軸とな
る論点・争点はないようであり，各巡回控訴裁判所や連邦地裁の判示に
は，ほぼ共通の理解や視点が存在するように思われる。それらを整理の視
点として示すと以下のようなものであろう。
　ア　アメリカにおいては「fraud」という語は日本の刑法上の詐欺とは
対応せず，州際間の通商に不正に郵便や電話を使用するメールフロード，
ワイヤフロードを始めとし，脱税，リコー法違反，虚偽申請や虚偽陳述等
様々な犯罪に用いられる概念であり，本法理が適用される対象事件として
は，狭義の詐欺罪のみならずこれらの様々な犯罪に及んでいる。
　イ　本法理は「全記録例外の法理」とも呼ばれるが，令状に対象物のカ
テゴリーも品目も記載せず「本件に関するすべての記録類等の証拠物」と
いう抽象的な記載が許される訳ではない。
　ウ　複雑・大規模事件においては，令状に列挙される対象物は，多数の
カテゴリーと各カテゴリーに多数の品目を記載することにより包括的で膨
大なものとなることが少なくなく，当該業務組織において一般に存在する
と考えられるあらゆる物のカテゴリーや品目を列挙したリストは，結果的
に「本件に関するすべての記録類等」という抽象的記載と変わらないもの
となって通常は特定性を欠くことになる。しかし，詐欺性充満が肯定され
るような場合には，このような令状の記載も許され得ることになる。
　エ　複雑・大規模事件であっても，通常は嫌疑のある犯罪の期間や対象
物の期間等を令状自体かそれに添付されるなどした宣誓供述書の記載によ
って可能な限りの限定が求められる。ただ，違法行為の立証のために，そ
れ以前の財務状況をも含めた総合的な解明が必要となる場合には（脱税事
件やマネロンなどでしばしば見られる），この限定は緩やかに判断され，詐欺
性充満が認められる事案においては，これらの限定は更に緩和されている。
　オ　詐欺性充満が認められる場合でも，当該場所に存在するあらゆる物
を差し押えて運び出すことは許されず，少なくとも令状記載のカテゴリー
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や品目に該当することの判断と選別は必要であり，それらと無関係の物を
差し押さえることがないようにすべきである。
　カ　通常は，令状あるいは宣誓供述書に嫌疑となる犯罪をできる限り特
定して記載することが必要であり，「いかなる連邦犯罪」との抽象的記載
や，連邦犯罪の該当条文を示すだけでは足りないとされる。本法理が適用
される事案においても可能な限りの特定が望ましいが，詐欺性充満が認め
られる場合にはこの特定性はかなり緩和される。
　キ　本法理が適用されるためには，業務の全ての部分が犯罪性を有する
ことまでは必要ないが，宣誓供述書に示される犯罪活動がその組織や業務
の氷山の一角であることが示されなければならない。
　ク　捜索場所でボイラールームオペレーションが行われていると認めら
れれば，詐欺性充満は通常肯定される。しかしその場所で，犯罪性のある
業務のみでなく合法的な業務も行われている場合には，その場所全体に詐
欺性が充満しているとはいえず，合法的活動に関する物まで包括的に差し
押さえることは原則的に許されない。それが許され得るのは，犯罪性のあ
る業務とそうでないものとが混然としていて区別が困難である場合や，対
象物の該当性判断において，それらを判別することが困難な情況がある場
合に限られる。
　ケ　複数の支店等の事務所がある場合には，当該捜索場所である支店等
について詐欺性が充満していると認められれば，他の場所の支店等では合
法的活動が行われていても，それは問題とならない。
　コ　合法的な組織が従来から合法的な業務を行っていたが，ある時期か
らある範囲の業務について犯罪を反復するようになった場合には，本法理
の適用には，犯罪の記載，犯罪の期間，対象物の範囲の限定等について慎
重な判断が求められる。他方，マフイアによるリコー法違反等事件に見ら
れるように，組織自体がその本質上犯罪性を帯び，様々な犯罪を反復敢行
しているような場合には，合法的組織・業務の事案よりも本法理の適用は
認められやすい。これは，このような犯罪組織については，その内部の犯
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罪活動の実態やそれに関してどのような証拠物が捜索場所に存在するか，
ということを捜査官が外部から判断することが困難であるという事情にも
よる。
　サ　詐欺性充満が認められるためには，宣誓供述書に記載される犯罪の
嫌疑等に関して，被害者の告発件数が多数に及ぶとか，元従業員等からの
事情聴取や捜査協力者，覆面捜査官等による組織内部の犯罪活動について
の具体的な情報があれば肯定されやすい。また，業務全体の財政規模の中
で，詐欺性のある業務の部分の財政規模の割合が高いか低いかも重要な視
点となる。
　シ　本法理は，会社等組織における犯罪に限られず，個人がその住居に
おいて犯罪を敢行している場合にも適用され得る。しかし，その場合に
は，本法理の適用による包括的な捜索差押えには個人の私的生活への侵害
を最小限に留めるよう慎重な配慮が必要である。
　ス　本法理の適用場面と適用検討の順序については，まず，この法理を
適用しなくとも，複雑事案についてアンドレセン等が肯定してきた特定性
の要求についての柔軟な判断により，広汎な令状であっても適法とされる
場合がある。また，令状自体は過剰に広汎であっても，宣誓供述書による
救済法理が適用される場合もある。それらによっては救済されない場合
に，本法理による救済が検討されることが多い。それらがいずれも肯定さ
れない場合には，令状の部分的無効の法理，そして最後の救済策として，
善意の例外法理の適用が検討されるのが多くの事案に見られる手順であ
る。ただ，これは具体的事案により，重畳的ないし併行的に検討されたり，
適用される法理の判断順序が異なる場合もあるので一概にはいえない。
（ 3）　結語
　以上，本稿において，十分とはいえないまでも第 4修正の特定性の要求
に関する判例の一般的法理を踏まえた上で本法理の生成過程や内容等を検
討してきた。その検討過程において印象深いのは，アメリカにおいては，
捜索差押えの違法を主張して証拠物の返還や排除を求める事案は極めて多
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く，これらが争点とされた膨大な判例の蓄積があることである。本稿で紹
介した判例を概観すると，被告人側は捜索差押えの手続に含まれ得る問題
点をすべて指摘してその違法を主張し，政府側もこれに対して徹底した反
論を行い，裁判所はそれを踏まえ，過去の多数の判例を引用してそれらの
事案と比較しつつ，令状に記載された極めて多数の対象物のカテゴリーや
品目について緻密に個別具体的な検討を行っている。他方，流動的・発展
的な捜査の過程で迅速に行われる捜索差押えや複雑大規模事件の捜査の実
情を踏まえ，相手方に与える権利利益の制約と事案の真相解明の必要性と
を衡量しつつ，捜査官に不可能や著しい困難を強いることなく合理的で現
実的な実効性のある捜索差押えを可能とする様々な救済法理が判例法上生
成・確立していることが印象深い。
　我が国においては，捜索差押えに違法がある場合，刑訴法429条の押収
又は押収物の還付に対する裁判に対する準抗告の制度があるものの，これ
が利用される例は極めて少ない。最判昭和53.9.7（刑集32巻 6号1672頁）な
どを踏まえ，公判段階において証拠排除の可否が争われる事案は我が国で
も少なくないが，令状が許容する差押えの範囲が問題となった事案の判例
は僅かなものに留まる。そして，オウム越谷事件において108枚のフロッ
ピーをその内容を検討することなく包括的に差し押さえたことに関して
は，捜索現場における関連性の判断がどの程度必要とされるかについて，
評価・見解は分かれており，特に，このような包括的な差押えが許される
ためには，現場における証拠湮滅のおそれや物理的抵抗等の妨害というよ
うな特殊な事情が必要とされるかについての議論も十分になされていると
はいえない（9）。
　しかし，特に複雑・大規模事件においては，我が国でも令状によって広
範かつ多数の証拠物が差し押さえられることは少なくなく，それは事件の
真相解明と事案の適切な捜査処理のために必要である一方，その反面とし
（ 9）　前掲（49巻 1号）拙稿435～437頁。
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て証拠物を押収された相手方に与える大きな負担や制約の問題がある。今
後，我が国では，供述に過度に依存しない客観的証拠の十分な収集が一層
重要になっていくと思われ，広汎な包括的差押えが許容される範囲や程度
については，我が国においても重要な検討を迫られることも生じ得るもの
と思われる。このような観点から，戦後アメリカ法の影響の下に憲法と刑
事訴訟法が制定された我が国において，アメリカにおける捜索差押等の証
拠収集に関する実務の実情や問題の合理的解決を図るための様々な判例法
理と捜査公判の実情を研究することの意義は少なくないであろう。
　ところで，筆者は，本稿の冒頭で，公判段階における証拠の関連性の概
念は，アメリカにおいては捜査段階での証拠の収集範囲の規制概念ではな
いことを指摘した。しかし，我が国においては，母国であるアメリカとは
異なり，捜索差押段階においても，令状が許容する証拠物の収集範囲の規
制概念として「関連性」が用いられ，既に定着していることは合理的かつ
妥当なものと思われる。なぜなら，捜索差押段階で事件と関係のない物を
捜査官が恣意的な裁量で差し押さえることを防止するために，適切な判断
基準としての規制概念が必要であるが，現行刑事訴訟法は捜索差押えに関
する旧刑事訴訟法の規定ぶりの骨格を基本的に踏襲しており「必要がある
ときは証拠物又は没収すべき物と思料するもの」を差し押さえることがで
きるとしているに過ぎず，（99条，222条 1項），その他には，100条 2項が
「被告事件に関係があると認めるに足りる状況のある限り」との規定があ
るに留まる。このような規定では差し押さえるべきもの範囲の適切な規制
概念として機能することは期待できない。また，訴因制度が確立・定着し
た現在においては，公判段階のみならず，捜査段階から，検察官がその後
の公判での訴因となるであろう犯罪事実の立証のために必要な範囲程度に
おいてのみ証拠物の収集獲得が許容されるべき必要性は旧刑訴法の時代よ
りも高まっている。更に，アメリカでの捜索差押え令状の請求では，宣誓
供述書に記載され，令状請求の根拠となる嫌疑のある犯罪は，特定の犯罪
事実に絞り込むことなく多数の連邦犯罪の条文を引用するなど広範かつ多
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様なものであることが多いのに対し，我が国の令状請求では「罪名及び犯
罪事実の要旨」の記載が必要とされる。この「犯罪事実の要旨」とは，捜
査の進展に応じた修正や変化はあるとしても，基本的に将来の起訴や公判
の対象となる訴因たる事実となり得ることが想定されていることにも照ら
せば，捜索差押え段階の証拠収集の範囲と公判段階での証拠の関連性が認
められる範囲とのつながりないし重なり合いの程度は，我が国の方がアメ
リカよりもかなり強いと言えるであろう。これらに照らせば，公判段階で
の証拠の関連性の概念について，我が国の学説判例が，この概念の導入以
降，これを捜索差押えの証拠収集範囲の規制概念としても用いるようにな
ったことには，アメリカとは異なる合理性があり，むしろ自然かつ妥当な
ことであったと思われる。
　したがって，重要なことは，「関連性」を公判のみならず捜索差押段階
における証拠収集範囲の規制概念として用いることを前提としつつ，その
関連性とは，捜索差押段階において裁判官や捜査官に求められるのは基本
的に関連性の「蓋然性」の判断であり，犯罪の内容・性質・規模や捜査の
発展段階によって，その要求水準や個々の対象物の該当性の判断は具体的
事案に則して様々であり，かつ変化し得るものであることについての理解
を共有することではないかと思われ，このような理解を深める上でも，本
稿で紹介したアメリカの連邦裁判所の諸判例には参考とすべきものが少な
くないであろう。
　本稿がこれらの共通認識の形成や，複雑・大規模事件の真相解明と，捜
索差押えを受ける相手方に対するプライバシー等の権利侵害を必要最小限
に留めるべき要請とを調和させた適切な捜索差押えの実務の運用の検討を
進める上での一助となり得るものであれば望外の喜びである。
 （完）
